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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２７年６月３０日（平成２７年（行情）諮問第４０７号） 

答申日：平成２８年５月１８日（平成２８年度（行情）答申第５７号） 

事件名：「和解・調停の留意事項」の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   和解・調停の留意事項（第２版）（以下「本件対象文書」という。）に

つき，その一部を不開示とした決定について，諮問庁がなお不開示とすべ

きとしている部分については，別紙の２に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年３月３１日付法務省訟民第

２７７号により法務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

める。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立ての理由は，異議申立書及び意見書によると，おおむね以下の

とおりである。 

 （１）異議申立書 

    本件部分開示決定は法５条５号及び６号を理由とするものである。 

    しかし，具体的にいかなる理由により不開示情報に該当するかが分か

らないから，これを明らかにしてもらうために異議申立てをする。 

 （２）意見書 

   ア 法５条５号に該当しないこと 

   （ア）一般論としての，訴訟対応方針に関する情報等が開示されたとし

ても，率直な意見の交換等が損なわれるとはいえない。 

   （イ）本件文書が開示された場合，国等の訴訟対応方針等が正確に理解

されることになるのであるから，不当に国民の間に混乱を生じさせ

るおそれはないといえる。 

   （ウ）改訂の際の自由かつ率直な協議検討が不当に損なわれるおそれが

ある部分については法５条５号の不開示情報に該当するのであるか

ら，本件文書の開示によってそのような弊害が生じるとはいえない。 

   イ 法５条６号ロに該当しないこと 
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   （ア）国等の訴訟対応方針等のいずれかが開示されただけで，国等の当

事者としての地位が害されるとはいえない。 

   （イ）本件文書が開示された場合，国等の訴訟対応方針等が正確に理解

されることになるのであるから，個々の訴訟に対する国等の適切な

対応を困難にさせるおそれはない。 

   （ウ）国等の訴訟対応方針等のうち，真に不開示情報に該当するものに

ついては不開示とされるのであるから，本件文書の開示によって，

訟務事務従事職員が訴訟を担当する際の執務資料として不十分もの

にせざるを得なくなるおそれはない。 

   （エ）平成１８年度（行情）答申第４８０号は，特定訴訟に係るメモ等

の不開示決定に関する件であって，本件とは事案を全く異にすると

いえる。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

   諮問庁の説明は，理由説明書及び補充理由説明書によると，おおむね以

下のとおりである。 

 １ 理由説明書 

 （１）意見の趣旨 

    異議申立てに係る本件部分開示決定は正当である。 

 （２）意見の理由 

   ア 異議申立てに係る経緯及びその趣旨について 

   （ア）本件開示請求の内容について 

      本件開示請求は，異議申立人である開示請求者から，「和解・調

停の留意事項（最新版）」と特定された行政文書の開示請求である

ところ，現在法務省において「組織的に用いるものとして，・・保

有している」和解・調停の留意事項の最新版は第２版であることか

ら，「和解・調停の留意事項（第２版）」を特定したものである。 

   （イ）本件部分開示決定の経緯について 

      本件開示請求に対し，法１１条を適用して，平成２６年６月１７

日までに可能な部分について開示決定等をし，残りの部分について

は，平成２７年４月１７日までに開示決定等をすることとし，本件

対象文書については同年３月３１日付けで本件部分開示決定をした

ものである。 

   （ウ）異議申立ての趣旨について 

      異議申立人は，異議申立ての理由として本件部分開示決定の不開

示の理由が具体的でない旨主張している。 

      しかしながら，以下に述べるとおり，不開示の理由の記載として

具体性に欠けるところはなく，また，本件部分開示決定において不

開示とした部分（以下「本件不開示部分」という。）が法５条５号
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及び６号ロに該当することは明らかであるから，本件部分開示決定

は正当である。 

   イ 不開示の理由の記載に不備はないこと 

     本件部分開示決定の不開示の理由欄には，不開示事由の何に該当す

るかをその根拠条項とともに記載している。 

     部分開示決定は開示請求に対する一部拒否処分に当たるところ，拒

否処分には理由の提示を要する（行政手続法８条１項本文）。これ

は，不開示理由の有無について行政庁の判断の慎重と公正妥当を担

保してその恣意的な判断を抑制するとともに，処分の理由を開示請

求者に知らせることによってその不服申立てに便宜を与える趣旨と

される（最高裁昭和６０年１月２２日第三小法廷判決・民集３９巻

１号１ページ，最高裁平成４年１２月１０日第一小法廷判決・判例

時報１４５３号１１６ページ参照）。そして，開示請求に対する拒

否処分では，不開示情報の内容を明らかにできないことから，その

理由の提示は，どのような根拠により不開示事由のどれに該当する

かを記載すれば足りるとされる（前掲最高裁平成４年１２月１０日

第一小法廷判決，平成２１年度（独情）答申第３７号参照）。 

     本件部分開示決定の不開示の理由には，どのような根拠により不開

示事由のどれに該当するかを記載しており，開示請求に対する拒否

処分の理由の記載として具体性に欠けるところはない。 

   ウ 本件不開示部分が法５条５号及び６号ロに該当すること 

   （ア）本件対象文書について 

      本件対象文書は，訟務資料として保有している文書である。訟務

資料は，国の利害に関係のある争訟について，国の立場から裁判所

に対して申立てや主張立証などの活動を統一的，一元的に行うため，

法務省訟務局，法務局及び地方法務局において訟務事務に従事する

職員が民事訴訟を担当する際の執務資料として，法務省訟務局民事

訟務課において作成した訟務部局の内部資料である。そのため，訟

務資料の使用は上記の訟務事務従事職員にのみ許され，法務局等の

訟務事務従事職員以外の職員や行政庁の職員に配布されたことはな

く，現在まで図書館等で一般の閲覧に供されるなどして公にされた

こともない。また，訟務事務従事職員が異動等で訟務事務に従事し

ないこととなった場合，訟務資料の異動先への持ち出しが許されて

いないなど，厳格な管理がされている文書である。 

   （イ）本件不開示部分が法５条５号及び６号ロに該当すること 

     Ａ 本件不開示部分について 

       本件不開示部分には，国等を当事者とする訴訟において，和解

及び調停に関する訟務部局の見解及び当該見解を採用する理由，
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和解及び調停を行うに当たっての留意事項，類型別に分類され

た事例に対する国等の和解条件等の和解及び調停に対する国等

の対応方針等を決定していくための情報並びに国が統一的・一

元的に訴訟を遂行するために必要な，訟務部局内部の具体的な

協議・検討事項等や参考情報等が掲載された資料に関する情報

が記載されている。 

       これらの情報は，国等が訴訟の遂行上取り得る手法である和解

及び調停を行っていくに当たってのいわゆる手の内情報であっ

て，一般に公にされることが予定されていないものである。 

     Ｂ 法５条５号に該当することについて 

       本件不開示部分には，上記のとおり，個々の和解及び調停に対

する国等の対応方針等を決定していくために用いられる情報が

記載されている。上記対応方針等は，本来，行政庁と訟務部局

との協議検討の結果を踏まえて決定されるものであるところ，

本件不開示部分を公にすることとなれば，行政庁と訟務部局と

の協議検討の際に本件不開示部分がどのように斟酌されて対応

方針等が決定されたかが取り沙汰され，その結果，国等の訴訟

対応方針等について一方的な評価や誤った推認，誤解を招きか

ねず，それによって，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそ

れがある。また，上記協議検討においては，個々の訴訟の個別

具体的な諸事情を前提に自由に討議することが必要であるが，

上記評価や推認，誤解をおもんぱかって，訟務部局及び行政庁

との自由かつ率直な協議の妨げとなり，今後の訴訟追行に重大

な支障を及ぼすおそれがある。さらに，今後，対象文書を改訂

する際には，それまでの判例及び裁判例の動向並びにそれまで

に生じた法的問題点等についての検討結果等を踏まえて，本件

不開示部分を協議検討すべきであるところ，本件不開示部分を

公にすることとなれば，改訂の際の自由かつ率直な協議検討が

不当に損なわれるおそれがあることから，本件不開示部分は，

法５条５号に該当する。 

     Ｃ 法５条６号ロに該当することについて 

       訴訟は対立当事者それぞれの判断によって紛争を解決するため

に和解や調停による合意を行うことができるが，和解及び調停

に対する対応方針等の決定のために用いられる手の内情報を公

にすることは予定されていないところ，上記のとおり本件不開

示部分は和解及び調停に対する国等の対応方針等に係る手の内

情報であり，これを公にした結果，これが訴訟の相手方に伝わ

ることとなれば，現に係属中の訴訟において国等の当事者とし
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ての地位が害されることは明らかであるし，今後国等を被告と

して提起される訴訟において国側の手の内情報が訴訟手続を経

ずに事前に訴訟の相手方に伝わっていることとなり，今後の訴

訟においても国等の当事者としての地位が害されることにもな

る（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。 

       また，仮に本件不開示部分が公にされることとなれば，そこに

記載された文言のみによって，あたかもそれが和解及び調停に

対する国等の対応方針等であるかのように理解されたり，ある

いは，これによって和解及び調停に対する国等の対応方針等が

誤って推認されるなどして，和解及び調停に対する国等の対応

方針等についての一方的な評価を招き，個々の具体的紛争等に

対する国等の適切な対応を困難にさせるおそれもある。 

       さらに，和解及び調停に対する国等の対応方針等が公にされる

こととなれば，今後，本件対象文書を改訂する場合には，改訂

後の対象文書の内容を，個々の訴訟における和解及び調停に対

する国等の対応方針等を決定していくために用いられる情報を

登載しないなど，訟務事務従事職員が訴訟を担当する際の執務

資料としては不十分なものにせざるを得ないおそれがあり，そ

の結果，個々の訴訟について国等の適切な対応を困難にさせる

おそれもあることから，本件不開示部分は，法５条６号ロにも

該当する。 

 （３）結語 

    以上のとおりであるから，不開示の理由の記載に不備はなく，また，

本件不開示部分は法５条５号及び６号ロに該当するので，本件部分開示

決定は正当である。 

 ２ 補充理由説明書 

   平成２７年（行情）諮問第４０７号「和解・調停の留意事項」の一部開

示決定に関する件につき，原処分の妥当性について，次のとおり，補充し

て説明する。 

   なお，略称は，本書面で新たに用いるもののほか，従前の例による。 

 （１）各不開示部分の不開示情報該当性について 

    諮問庁は，理由説明書の第２の３（上記１（２）ウ）において，本件

不開示部分が法５条５号及び６号ロに該当する旨述べたところであるが，

以下，不開示とした記載の各部分について，その理由を述べる。 

   ア １２ページ２５行目から１３ページ１行目まで，１３ページ２２行

目から１４ページ７行目まで及び１４ページ１６行目から２０行目

までの各不開示部分 

     当該部分には，事件の類型による和解の可否の検討に当たっての国
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の考え方及び留意点が記載されており，これは国を当事者とする訴

訟において和解に対する国の対応方針を決定していくために用いら

れる手の内情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する

情報であって，これを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，

国の当事者としての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条

６号ロに該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。

また，これを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟に

おいて，内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が推認される

こととなり，今後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を

行うことの大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそ

れがあるから，法５条５号にも該当する。 

   イ １４ページ２２行目から１５ページ９行目までの不開示部分 

     当該部分には，行政庁が和解に応じやすい場合についての国の考え

方及び国内部の訴訟対応方針が記載されており，これは国を当事者

とする訴訟において和解に対する国の対応方針を決定していくため

に用いられる手の内情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務

に関する情報であって，これを公にすることにより，争訟に係る事

務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するおそれがあるた

め，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０

号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今

後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が

推認されることとなり，今後，内部的な検討において自由で率直な

意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損な

われるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   ウ １５ページ１１行目から１６ページ２１行目までの不開示部分 

     当該部分には，裁判所の和解勧試に対する国内部の訴訟対応方針及

び留意点が記載されており，これは国を当事者とする訴訟において

和解に対する国の対応方針を決定していくために用いられる手の内

情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であっ

て，これを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事

者としての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに

該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，こ

れを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，

内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとな

り，今後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うこと

の大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがある

から，法５条５号にも該当する。 

   エ １６ページ２３行目から１７ページ２３行目までの不開示部分 
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     当該部分には，国側が和解勧試を求める場合における国内部の訴訟

対応方針及び留意点が記載されており，これは国を当事者とする訴

訟において和解に対する国の対応方針を決定していくために用いら

れる手の内情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する

情報であって，これを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，

国の当事者としての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条

６号ロに該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。

また，これを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟に

おいて，内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が推認される

こととなり，今後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を

行うことの大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそ

れがあるから，法５条５号にも該当する。 

   オ １７ページ２５行目から最終行までの不開示部分 

     当該部分には，和解手続に入る場合における国内部の訴訟対応方針

及び留意点が記載されており，これは国を当事者とする訴訟におい

て和解に対する国の対応方針を決定していくために用いられる手の

内情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であ

って，これを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当

事者としての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロ

に該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，

これを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，

内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとな

り，今後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うこと

の大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがある

から，法５条５号にも該当する。 

   カ １８ページ３行目から２５行目まで及び１８ページ最終行から１９

ページ１２行目の各不開示部分 

     当該部分には，和解期日における国内部の訴訟対応方針及び留意点

が記載されており，これは国を当事者とする訴訟において和解に対

する国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報であ

り，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これ

を公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者として

の地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する

（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公に

すると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に

行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，

内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨

げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５
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条５号にも該当する。 

   キ １９ページ１５行目から２１行目までの不開示部分 

     当該部分には，和解方法の検討に当たる際の国内部の訴訟対応方針

及び留意点が記載されており，これは国を当事者とする訴訟におい

て和解に対する国の対応方針を決定していくために用いられる手の

内情報であり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であ

って，これを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当

事者としての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロ

に該当する（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，

これを公にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，

内部的に行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとな

り，今後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うこと

の大きな妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがある

から，法５条５号にも該当する。 

   ク １９ページ２３行目から２０ページ６行目までの不開示部分 

     当該部分には，和解成立に当たって所管行政庁が行う賠償償還金の

予算要求に関する国内部の実情及び留意点が記載されており，これ

は国を当事者とする訴訟において和解に対する国の対応方針を決定

していくために用いられる手の内情報であり，こうした情報は，争

訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすることにより，

争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するお

それがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）

答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟

務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に

関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討において

自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の

中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   ケ ２０ページ８行目から１３行目までの不開示部分 

     当該部分には，和解条項の部内決裁に関する国内部の実情及び留意

点が記載されており，これは国を当事者とする訴訟において和解に

対する国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報で

あり，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，こ

れを公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者とし

ての地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当す

る（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公

にすると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的

に行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今

後，内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大き
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な妨げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，

法５条５号にも該当する。 

   コ ２０ページ１６行目から２５行目まで及び２０ページ最終行から２

１ページ１７行目までの各不開示部分 

     当該部分には，調停についての国内部の訴訟対応方針及び留意点が

記載されており，これは国を当事者とする訴訟において調停に対す

る国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報であり，

こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これを公

にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地

位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する（平

成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公にする

と，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う

検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，内

部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げ

となり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条

５号にも該当する。 

   サ ２１ページ２１行目から２３ページ３行目までの不開示部分 

     当該部分には，国有財産関係訴訟において，国有財産の売払いを内

容とする和解に関し，国がどのような根拠に基づき，いかなる学説

の立場に立つかの考え方や国内部の訴訟対応方針が記載されており，

これは国を当事者とする訴訟において和解に対する国の対応方針を

決定していくために用いられる手の内情報であり，こうした情報は，

争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすることにより，

争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するお

それがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）

答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟

務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に

関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討において

自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の

中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   シ ２３ページ５行目から１７行目までの不開示部分 

     当該部分には，国有財産関係訴訟において，境界確定請求事件の和

解に関する国内部の訴訟対応方針及び留意点が記載されており，こ

れは国を当事者とする訴訟において和解に対する国の対応方針を決

定していくために用いられる手の内情報であり，こうした情報は，

争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすることにより，

争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するお

それがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）
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答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟

務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に

関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討において

自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の

中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   ス ２４ページ４行目から２７ページ１２行目までの不開示部分 

     当該部分には，国の債権に関する訴訟において，和解又は調停をす

る際の財務大臣に対する求意見に関する国内部における協議の要件

及びその内容，留意点並びにこれらの検討状況等が記載されており，

これは国を当事者とする訴訟において和解又は調停に対する国の対

応方針を決定していくために用いられる手の内情報であり，こうし

た情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にする

ことにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不

当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８

年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所

管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や

対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な

検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，

意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも

該当する。 

   セ ２７ページ２７行目から２８ページ１７行目までの不開示部分 

     当該部分には，国の債権に関する訴訟で和解をする場合の弁済方法

及び納付場所に関する和解条項についての国の考え方及び留意点並

びに国の債権に関する訴訟での和解に関して検討された事項等が記

載されており，これは国を当事者とする訴訟において和解に対する

国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報であり，

こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これを公

にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地

位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する（平

成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公にする

と，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う

検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，内

部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げ

となり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条

５号にも該当する。 

   ソ ２９ページ８行目から３１ページ１６行目まで，３１ページ１８行

目から３４ページ１４行目まで，３４ページ１６行目から３５ペー

ジ１９行目まで及び３５ページ２１行目から３７ページ１行目まで
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の各不開示部分 

     当該部分には，国の債務に関する訴訟における和解条項につき，個

別条項ごとに具体的問題点やそれに対する国の考え方及び留意点等

が記載されており，これは国を当事者とする訴訟において和解に対

する国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報であ

り，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これ

を公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者として

の地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する

（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公に

すると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に

行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，

内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨

げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５

条５号にも該当する。 

   タ ３７ページ４行目から３８ページ４行目まで及び３８ページ６行目

から４０ページ１０行目までの各不開示部分 

     当該部分には，租税関係訴訟における和解についての具体的問題点

やそれに対する国の考え方，対応方針及び留意点等が記載されてお

り，これは国を当事者とする訴訟において和解に対する国の対応方

針を決定していくために用いられる手の内情報であり，こうした情

報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすること

により，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に

害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度

（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行

政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応

方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討

において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意

思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該

当する。 

   チ ４３ページ４行目から２６行目まで，４４ページ１行目から５行目

まで及び４４ページ７行目から８行目までの各不開示部分 

     当該部分には，和解及び調停において，精神条項を設ける場合の国

の考え方や留意事項を踏まえた具体的な和解条項例が記載されてお

り，これらは一般的に公にされている情報ではなく，飽くまでも国

を当事者とする訴訟において和解及び調停に対する国の対応方針を

決定していくために用いられる手の内情報であり，こうした情報は，

争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすることにより，

争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するお
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それがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）

答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟

務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に

関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討において

自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の

中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   ツ ４４ページ１２行目から４６ページ最終行までの不開示部分 

     当該部分には，国等が行った和解事例のうち，特異・特殊なものと

位置づけられる具体的事例を挙げ，その事例ごとに国の考え方や留

意点等が記載されており，これらは国がどのような事例について特

異・特殊なものと位置づけ，どのような条件・内容で和解に応じる

のかが明らかになるものであることから，これらの不開示部分は国

を当事者とする訴訟において和解に対する国の対応方針を決定して

いくために用いられる手の内情報であり，こうした情報は，争訟に

係る事務に関する情報であって，これを公にすることにより，争訟

に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害するおそれ

があるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度（行情）答申

第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行政庁と訟務部

局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応方針等に関す

る情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討において自由

で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意思決定の中立

性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該当する。 

   テ ４７ページ９行目から２１行目まで，４８ページ２行目から２４行

目まで，４９ページ１行目から２２行目まで，４９ページ２６行目

から５０ページ１３行目まで，５０ページ１８行目から５１ページ

１５行目まで，５１ページ２０行目から５２ページ１４行目まで，

５２ページ１８行目から５３ページ１２行目まで，５３ページ１７

行目から５５ページ２４行目まで，５６ページ１行目から５７ペー

ジ１１行目まで，５７ページ１７行目から５８ページ３行目まで，

５８ページ８行目から５９ページ３行目まで及び５９ページ８行目

から６０ページ１９行目までの各不開示部分 

     当該部分には，実際に和解等が成立した事例の内容及びそれらの和

解内容等に関する国の考え方や留意点等が記載されており，これら

は国がどのような事例において，どのような条件・内容で和解に応

じているかが明らかになるものであることから，これらの各不開示

部分は国を当事者とする訴訟において和解等に対する国の対応方針

を決定していくために用いられる手の内情報であり，こうした情報

は，争訟に係る事務に関する情報であって，これを公にすることに



 13 

より，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての地位を不当に害

するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する（平成１８年度

（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公にすると，所管行

政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に行う検討や対応

方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，内部的な検討

において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨げとなり，意

思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５条５号にも該

当する。 

   ト ６０ページ２１行目から６１ページ７行目までの不開示部分 

     当該部分には，医療過誤訴訟において，和解等を行う際の留意点が

記載されており，これは国を当事者とする訴訟において和解等に対

する国の対応方針を決定していくために用いられる手の内情報であ

り，こうした情報は，争訟に係る事務に関する情報であって，これ

を公にすることにより，争訟に係る事務に関し，国の当事者として

の地位を不当に害するおそれがあるため，法５条６号ロに該当する

（平成１８年度（行情）答申第４８０号参照）。また，これを公に

すると，所管行政庁と訟務部局が，今後の訴訟において，内部的に

行う検討や対応方針等に関する情報が推認されることとなり，今後，

内部的な検討において自由で率直な意見交換を行うことの大きな妨

げとなり，意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるから，法５

条５号にも該当する。 

   ナ ６１ページ１１行目から６２ページ１１行目まで，６２ページ１５

行目から６３ページ１０行目まで，６３ページ１５行目から６４ペ

ージ１６行目まで，６４ページ２２行目から６５ページ２２行目ま

で，６５ページ２６行目から６６ページ２１行目まで，６６ページ

２６行目から６８ページ１５行目まで，６８ページ２０行目から７

０ページ２２行目まで，７１ページ１行目から７２ページ２２行目

まで，７２ページ２６行目から７３ページ最終行まで，７４ページ

５行目から７５ページ２１行目まで，７５ページ２５行目から７６

ページ２１行目まで，７６ページ２５行目から７７ページ最終行ま

で，７８ページ６行目から７９ページ２行目まで，７９ページ６行

目から８０ページ１行目まで，８０ページ５行目から８１ページ９

行目まで，８１ページ１３行目から８２ページ２行目まで，８２ペ

ージ７行目から８３ページ最終行まで，８４ページ４行目から８５

ページ１２行目まで，８５ページ１６行目から８７ページ１２行目

まで，８７ページ１６行目から８９ページ１６行目まで，８９ペー

ジ２０行目から９１ページ２行目まで，９１ページ６行目から最終

行まで，９２ページ５行目から９３ページ５行目まで，９３ページ
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１１行目から９４ページ１４行目まで，９４ページ１８行目から９

５ページ１１行目まで，９５ページ１５行目から９６ページ２２行

目まで，９７ページ１行目から最終行まで，９８ページ４行目から

２５行目まで，９９ページ３行目から最終行まで，１００ページ４

行目から２６行目まで，１０１ページ３行目から１０２ページ２行

目まで，１０２ページ７行目から最終行まで，１０３ページ４行目

から２４行目まで，１０４ページ３行目から１０５ページ２２行目

まで，１０５ページ２６行目から１０６ページ１６行目まで，１０

６ページ２１行目から１０８ページ１１行目まで，１０８ページ１

５行目から１０９ページ１５行目まで，１０９ページ２０行目から

１１１ページ１３行目まで，１１１ページ１８行目から１１２ペー

ジ１０行目まで，１１２ページ１５行目から１１３ページ１０行目

まで，１１３ページ１５行目から１１４ページ５行目まで，１１４

ページ１０行目から１１５ページ１５行目まで，１１５ページ１９

行目から１１６ページ１２行目まで，１１６ページ１６行目から１

１７ページ１６行目まで，１１７ページ２０行目から１１９ページ

１行目まで，１１９ページ６行目から１２０ページ４行目まで，１

２０ページ９行目から１２１ページ４行目まで，１２１ページ８行

目から２５行目まで，１２２ページ４行目から１２３ページ９行目

まで，１２３ページ１４行目から１２５ページ３行目まで，１２５

ページ７行目から１２７ページ１３行目まで，１２７ページ１７行

目から１２８ページ８行目まで，１２８ページ１３行目から１２９

ページ１０行目まで，１２９ページ１５行目から１３０ページ１４

行目まで，１３０ページ１８行目から１３１ページ１５行目まで，

１３１ページ１９行目から１３２ページ１５行目まで，１３２ペー

ジ１９行目から１３４ページ９行目まで，１３４ページ１３行目か

ら１３５ページ９行目まで，１３５ページ１３行目から１３６ペー

ジ１２行目まで，１３６ページ１７行目から１３７ページ７行目ま

で，１３７ページ１１行目から１３９ページ最終行まで，１４０ペ

ージ５行目から１４１ページ２行目まで，１４１ページ６行目から

２５行目まで，１４２ページ４行目から１４４ページ２行目まで，

１４４ページ７行目から１４５ページ１８行目まで，１４５ページ

２２行目から１４６ページ最終行まで，１４７ページ４行目から１

４８ページ２行目まで，１４８ページ７行目から１４９ページ１６

行目まで，１４９ページ２０行目から１５０ページ９行目まで，１

５０ページ１４行目から１５１ページ９行目まで，１５１ページ１

３行目から１５２ページ１６行目まで，１５２ページ２３行目から

１５４ページ最終行まで，１５５ページ５行目から１５７ページ２
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０行目まで，１５７ページ２５行目から１６０ページ７行目まで，

１６０ページ１１行目から１６１ページ１４行目まで，１６１ペー

ジ１９行目から１６３ページ１１行目まで，１６３ページ１９行目

から１６５ページ１８行目まで，１６５ページ２４行目から１６６

ページ１８行目まで，１６７ページ１行目から１６８ページ９行目

まで，１６８ページ１４行目から１７０ページ１７行目まで，１７

０ページ２２行目から１７１ページ２１行目まで及び１７１ページ

最終行から１７３ページ最終行までの各不開示部分 

     上記テと同一の理由により，法５条５号及び６号ロに該当する。 

     なお，１０６ページ２１行目の不開示部分は，法５条５号及び６号

ロに該当しないことから，開示することとする。 

 （２）類似書籍等について 

    類似書籍等については，市販されているものは見当たらず，法務図書

館の所蔵図書においても見当たらない。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２７年６月３０日   諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年７月１３日      審議 

   ④ 同月１５日        異議申立人から意見書を収受 

   ⑤ 同年９月１日       本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年１２月２１日     諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑦ 平成２８年３月１８日   審議 

   ⑧ 同年４月１２日      委員の交代による所要の手続の実施並

びに本件対象文書の見分及び審議 

   ⑨ 同年５月１６日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

   本件対象文書は，和解・調停の留意事項（第２版）である。 

   処分庁は，本件対象文書について，その一部を法５条５号及び６号ロに

該当するとして不開示とする決定を行った。 

   これに対し，異議申立人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，本件不開示部分のうち，上記第３の２（１）ナのとおり，１０６ペ

ージ２１行目の不開示部分を新たに開示することとしているが，その余の

部分（別紙の１に掲げる部分。以下「本件不開示維持部分」という。）に

ついては，法５条５号及び６号ロに該当するとし，不開示とすることが妥

当としているから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，本件不開示

維持部分の不開示情報該当性について検討する。 
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 ２ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 

   本件不開示維持部分のうち，別紙の２に掲げる部分については，訴訟の

内容に関わらない一般的な注意事項に関する記載，法令の規定から明らか

な記載，市販書籍によって既に明らかになっている内容に関する記載等に

すぎず，これを公にしても，自由で率直な意見交換を行うことの妨げとな

り，意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれはなく，また，国の争訟

に係る事務に関し，国等の当事者としての地位を不当に害するおそれもな

いことから，法５条５号及び６号ロのいずれにも該当せず，開示すべきで

ある。 

   その余の部分については，和解等に対する処理方針や訟務部局の見解，

和解等を行うに当たっての留意事項等が具体的に記載されており，これを

公にした場合，国等が訴訟を遂行するに当たっての体制や訟務部局の着眼

点等が明らかとなり，国の争訟に係る事務に関し，国等の当事者としての

地位を不当に害するおそれがあると認められることから，法５条６号ロに

該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当

である。 

 ３ 異議申立人のその他の主張について 

   異議申立人は，その他種々主張するが，当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条５号及び６号

ロに該当するとして不開示とした決定については，諮問庁がなお不開示と

すべきとしている部分のうち，別紙の２に掲げる部分は同条５号及び６号

ロのいずれにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は同号ロに

該当すると認められるので，同条５号について判断するまでもなく，不開

示とすることは妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙 

 

１ 本件不開示維持部分 

  １２ページ２５行目から１３ページ１行目まで，１３ページ２２行目から

１４ページ７行目まで，１４ページ１６行目から２０行目まで，１４ページ

２２行目から１５ページ９行目まで，１５ページ１１行目から１６ページ２

１行目まで，１６ページ２３行目から１７ページ２３行目まで，１７ページ

２５行目から２８行目まで，１８ページ３行目から２５行目まで，１８ペー

ジ２７行目から１９ページ１２行目まで，１９ページ１５行目から２１行目

まで，１９ページ２３行目から２０ページ６行目まで，２０ページ８行目か

ら１３行目まで，２０ページ１６行目から２５行目まで，２０ページ２７行

目から２１ページ１７行目まで，２１ページ２１行目から２３ページ３行目

まで，２３ページ５行目から１７行目まで，２４ページ４行目から２７ペー

ジ１２行目まで，２７ページ２７行目から２８ページ１７行目まで，２９ペ

ージ８行目から３１ページ１６行目まで，３１ページ１８行目から３４ペー

ジ１４行目まで，３４ページ１６行目から３５ページ１９行目まで，３５ペ

ージ２１行目から３７ページ１行目まで，３７ページ４行目から３８ページ

４行目まで，３８ページ６行目から４０ページ１０行目まで，４３ページ４

行目から２６行目まで，４４ページ１行目から５行目まで，４４ページ７行

目及び８行目，４４ページ１２行目から４６ページ９行目まで，４７ページ

９行目から２１行目まで，４８ページ２行目から２４行目まで，４９ページ

１行目から２２行目まで，４９ページ２６行目から５０ページ１３行目まで，

５０ページ１８行目から５１ページ１５行目まで，５１ページ２０行目から

５２ページ１４行目まで，５２ページ１８行目から５３ページ１２行目まで，

５３ページ１７行目から５５ページ２４行目まで，５６ページ１行目から５

７ページ１１行目まで，５７ページ１７行目から５８ページ３行目まで，５

８ページ８行目から５９ページ３行目まで，５９ページ８行目から６０ペー

ジ１９行目まで，６０ページ２１行目から６１ページ７行目まで，６１ペー

ジ１１行目から６２ページ１１行目まで，６２ページ１５行目から６３ペー

ジ１０行目まで，６３ページ１５行目から６４ページ１６行目まで，６４ペ

ージ２２行目から６５ページ２２行目まで，６５ページ２６行目から６６ペ

ージ２１行目まで，６６ページ２６行目から６８ページ１５行目まで，６８

ページ２０行目から７０ページ２２行目まで，７１ページ１行目から７２ペ

ージ２２行目まで，７２ページ２６行目から７３ページ２７行目まで，７４

ページ５行目から７５ページ２１行目まで，７５ページ２５行目から７６ペ

ージ２１行目まで，７６ページ２５行目から７７ページ２７行目まで，７８

ページ６行目から７９ページ２行目まで，７９ページ６行目から８０ページ

１行目まで，８０ページ５行目から８１ページ９行目まで，８１ページ１３
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行目から８２ページ２行目まで，８２ページ７行目から８３ページ２８行目

まで，８４ページ４行目から８５ページ１２行目まで，８５ページ１６行目

から８７ページ１２行目まで，８７ページ１６行目から８９ページ１６行目

まで，８９ページ２０行目から９１ページ２行目まで，９１ページ６行目か

ら２６行目まで，９２ページ５行目から９３ページ５行目まで，９３ページ

１１行目から９４ページ１４行目まで，９４ページ１８行目から９５ページ

１１行目まで，９５ページ１５行目から９６ページ２２行目まで，９７ペー

ジ１行目から２８行目まで，９８ページ４行目から２５行目まで，９９ペー

ジ３行目から２７行目まで，１００ページ４行目から２６行目まで，１０１

ページ３行目から１０２ページ２行目まで，１０２ページ７行目から２６行

目まで，１０３ページ４行目から２４行目まで，１０４ページ３行目から１

０５ページ２２行目まで，１０５ページ２６行目から１０６ページ１６行目

まで，１０６ページ２２行目から１０８ページ１１行目まで，１０８ページ

１５行目から１０９ページ１５行目まで，１０９ページ２０行目から１１１

ページ１３行目まで，１１１ページ１８行目から１１２ページ１０行目まで，

１１２ページ１５行目から１１３ページ１０行目まで，１１３ページ１５行

目から１１４ページ５行目まで，１１４ページ１０行目から１１５ページ１

５行目まで，１１５ページ１９行目から１１６ページ１２行目まで，１１６

ページ１６行目から１１７ページ１６行目まで，１１７ページ２０行目から

１１９ページ１行目まで，１１９ページ６行目から１２０ページ４行目まで，

１２０ページ９行目から１２１ページ４行目まで，１２１ページ８行目から

２５行目まで，１２２ページ４行目から１２３ページ９行目まで，１２３ペ

ージ１４行目から１２５ページ３行目まで，１２５ページ７行目から１２７

ページ１３行目まで，１２７ページ１７行目から１２８ページ８行目まで，

１２８ページ１３行目から１２９ページ１０行目まで，１２９ページ１５行

目から１３０ページ１４行目まで，１３０ページ１８行目から１３１ページ

１５行目まで，１３１ページ１９行目から１３２ページ１５行目まで，１３

２ページ１９行目から１３４ページ９行目まで，１３４ページ１３行目から

１３５ページ９行目まで，１３５ページ１３行目から１３６ページ１２行目

まで，１３６ページ１７行目から１３７ページ７行目まで，１３７ページ１

１行目から１３９ページ２８行目まで，１４０ページ５行目から１４１ペー

ジ２行目まで，１４１ページ６行目から２５行目まで，１４２ページ４行目

から１４４ページ２行目まで，１４４ページ７行目から１４５ページ１８行

目まで，１４５ページ２２行目から１４６ページ２７行目まで，１４７ペー

ジ４行目から１４８ページ２行目まで，１４８ページ７行目から１４９ペー

ジ１６行目まで，１４９ページ２０行目から１５０ページ９行目まで，１５

０ページ１４行目から１５１ページ９行目まで，１５１ページ１３行目から

１５２ページ１６行目まで，１５２ページ２３行目から１５４ページ２７行
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目まで，１５５ページ５行目から１５７ページ２０行目まで，１５７ページ

２５行目から１６０ページ７行目まで，１６０ページ１１行目から１６１ペ

ージ１４行目まで，１６１ページ１９行目から１６３ページ１１行目まで，

１６３ページ１９行目から１６５ページ１８行目まで，１６５ページ２４行

目から１６６ページ１８行目まで，１６７ページ１行目から１６８ページ９

行目まで，１６８ページ１４行目から１７０ページ１７行目まで，１７０ペ

ージ２２行目から１７１ページ２１行目まで並びに１７１ページ２７行目か

ら１７３ページ２行目まで 

 

２ 開示すべき部分 

  １４ページ１６行目から２０行目まで，１６ページ２３行目から１７ペー

ジ２３行目まで，１９ページ２３行目から２７行目１１文字目まで，２０ペ

ージ８行目から１０行目１１文字目まで，２０ページ１６行目から１９行目

１０文字目まで，２１ページ２１行目から２３ページ３行目まで，２３ペー

ジ５行目から１７行目まで，２４ページ４行目から５行目６文字目まで，２

４ページ７行目８文字目から２６文字目まで，２４ページ１４行目から２３

行目１文字目まで，２４ページ２６行目から２５ページ７行目まで，２５ペ

ージ１０行目から１６行目９文字目まで，２７ページ２７行目から２８ペー

ジ１７行目まで，２９ページ８行目から３１ページ７行目まで，３１ページ

１８行目から３３ページ４行目まで，３３ページ１２行目から３４ページ１

４行目まで，３４ページ１６行目から３５ページ１９行目まで及び６０ペー

ジ２１行目から６１ページ７行目まで 




